
2010 年度 小委員会活動成果報告 
（2011 年 2 月 15 日作成） 

小委員会名 建築情報マネジメント教育小委員会 
主 査 名：松島史朗 
就任年月：2009 年 4 月 

所属本委員会 
（所属運営委員会） 

情報システム技術委員会 委員長名：加賀 有津子 

設 置 期 間    2009 年 4 月  ～  2011 年 3 月 

設 置 目 的 
各年度活動計画 
（箇条書き） 

初年度： 
•委員相互の建築教育 FD に関する情報交換 
•先端的情報技術や活用事例の調査計画の検討  
•研究会の開催  
２年度： 
•先端的情報技術や活用事例の調査結 果の公開 
•研究会の開催  
•研究活動成果のとりまとめ  

委員構成 
（委員名（所属）） 

委員公募の有無：有 

主査：松島 史朗（豊橋技科大） 

幹事：下川 雄一（金沢工大） 

委員：大西 康伸（熊本大学）    加賀 有津子（大阪大学） 

川角 典弘（和歌山大学）   木村  謙（エーアンドエー） 

小杉 宰子（京都造形芸大）  笹田  森（ジョンソンコントロールズ） 

竹中  司（アンズスタジオ） 中田 千彦（宮城大学） 

福田 知弘（大阪大学）    前  稔文（大分高専） 

村上 祐治（東海大学）                 （以上、五十音順） 

設置 WG 
（WG 名：目的） 

ＢＩＭ教育活用ＷＧ：BIM 活用に関する調査や実践研究を行い、建築教育の FD
的視点からその有効性や可能性を整理する 

ものづくり技術研究ＷＧ：3D プリンタやレーザーカッター等、新しい建築部位

の可視化技術に関する調査や実践研究を行い、建築教育の FD 的視点からそ

の有効性や可能性について整理する 

2010 年度予算 280,000 円 
ホームページ公開の有無：有 

委員会 HP アドレス： 

http://aij.cn.cst.nihon-u.ac.jp/modules/kenchiku2/index.php?id=1/ 

 
項  目 自己評価 

委員会開催数 2 回（年度内計画を含む） 

刊行物 
（シンポジウム資料等は

除く） 
 

講習会  

催し物 
（シンポジウム・セミナ

ー・研究会・見学会等） 

１．第 33 回情報･システム･利用･技術シンポジウム小委員会企画研究集会② 
「BIM 最前線とこれから」（設計･生産の情報化小委員会、情報連携 BIM 研究小委員会

と共同企画）  参加者数 111 名 
『第 33 回情報･システム･利用･技術シンポジウム論文集』所収（pp. 225-310） 

２．シンポジウム「BIM で設計、教育は変わるのか？ －BIM とインターネットを活

用した設計コンペからみえたこと」（設計･生産の情報化小委員会、情報連携 BIM 研究小

委員会と共同企画）    参加者数 127 名 

大会研究集会  

対外的意見表明・パ

ブリックコメント等 
 



目標の達成度 
（当初の活動計画と得ら

れた成果との関係） 

１．目的１：先端的情報技術や活用事例の調査結果の公開 
・委員会の中で、各委員の研究・教育活動を紹介し、先端技術やその活用事例等

を共有した。 
・情報シンポにおける研究集会の企画・実施を通して、国内外の先端的な建築情

報技術の動向を整理し、情報シンポ論文集の資料として公開した。（上記「催

し物」の欄、および下記を参照） 
 
２．目的２：研究会の開催 
・第 33 回情報･システム･利用･技術・シンポジウムの研究集会として「最新の建

築情報教育報告－BIM 教育の思想と手法」を開催し、MIT の長倉教授や Fox
氏らによる米国での研究・デザイン活動の紹介、IAI 猪里氏による国内外の

BIM にまつわる建築産業界の動向把握、および委員や外部研究者による建築

の新しいものづくり技術や BIM 関連の研究・デザイン・教育活動の紹介など

を行った。 
・BLT2010 シンポジウムを共催（2 月予定） 
・委員による ALGODE シンポジウムおよび ASST 国際学生ワークショップ（共

に 3 月開催予定）のサポート 
 
３．研究活動成果のとりまとめ 
・上記の研究集会の資料に加え、大学教育に関わる委員を対象として、各委員の

情報技術を活用した教育・研究実践に関するポートフォリオを制作し、それら

を集約・公開する。（進行中） 

委員会活動の問題点 
・課題 

１．2009 年度は小委員会を 4 回実施したが、今年度は 2 回に留まった。 
２．CAD を超えた領域では，建築情報教育は一部を除いて，我が国ではまだま

だ取組は少なく、欧米との格差は歴然としている。高度でありながら普遍的

な教育プログラムやスタジオのあり方を考える必要がある。 

その他  

 


